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慶應義塾大学 

 

新型コロナウイルス感染症拡大下でのテレワークと就業者の実態に関する研究

(「第 6 回テレワークに関する就業者実態調査」速報) 

1．本研究のポイント 

 全国のテレワーク利用率の推移は、2020年 6月以降、おおむね横ばいで推移し、オミクロン株に

よる感染拡大を受けた直近の 1 月は 17%となりました。一方、テレワーク頻度は、1 日あたりの

新規感染者数が減少した 2021 年 12 月は減り、オミクロン株の感染が急速に拡大した 2022 年 1

月は増えました。テレワーク利用率自体に大きな変化はありませんが、テレワーク頻度は感染状

況に応じて変化している可能性があります。 

 

 オミクロン株の個人の仕事への影響として、オミクロン株への感染といった直接的事態よりも、

営業時間の規制などの間接的事態が起こった人の割合が高いことがわかりました。仕事への影響

があった(「労働時間の短縮」、「一時休業、自宅待機」、または「長期休業、失業、解雇」)と回答

した人の割合は、直接、間接に関わらず、オミクロン株による感染の事態が起きた人の割合の半

数程度にのぼります。 

 

 オミクロン株の組織への影響として、従業員のオミクロン株への感染といった直接的事態は、営

業時間の規制などの間接的事態に比べて、頻繁に起きています。一方で、直接的事態の影響より

も、間接的事態の影響の方が、相対的に組織の活動に大きな影響を及ぼす(活動の短縮、一部停

止、全体の停止など)ことを示唆する結果が得られました。 

 

 2022 年 2 月時点のワクチン接種意向について、「3 回目の接種を希望しているが、まだ終えてい

ない」人の割合が最も高い結果となりました。一方、今後のワクチン接種をしないと回答した人

の割合は、2021年 9月時点で、「1回も接種しない」と回答した人の割合を上回っており、3回目

の追加接種は 1～2回目の接種のようには伸びない可能性があります。 

 慶應義塾大学経済学部の大久保敏弘教授は、新型コロナ感染症拡大の下での国内におけるテレ

ワークと就業者の労働や生活、意識に関する大規模調査を、感染拡大当初の 2020 年 4月より定期

的に行ってきました。就業者 1 万人に対しての大規模全国調査で、NIRA 総研との共同研究による

「テレワークに関する就業者実態調査」の第 6回目の調査となります。 

第 6 回調査の速報結果によると、全国のテレワーク利用率の推移は、2020 年 6 月以降、おおむ

ね横ばいで推移し、オミクロン株による感染拡大を受けた直近の 1月は 17%となりました。テレワ

ーク利用率に大きな変化はありませんが、テレワークの頻度は感染状況に応じて変化しているこ

とがわかりました。また、オミクロン株の組織への影響は、従業員の感染といった直接的事態よ

り、営業時間の規制などの間接的事態の方が相対的に大きい可能性が示唆されました。政府の政策

に対しては、感染症対策より経済対策を支持する人が上回る傾向は継続してみられ、ワクチンの追

加接種が速やかに進むかが経済を再活性化させるうえで課題になりそうです。 
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 政府の政策への賛否に関して、経済対策重視の割合が感染対策重視を上回る傾向や、「どちらで

もない・わからない」の回答が最も多くなる傾向は安定してみられる。直近の 2022 年 2月では、

特に感染対策重視の人の割合が小さくなった。 

 

 

2．研究背景 

 2020 年初頭からはじまった、新型コロナウイルス感染症は世界中に蔓延し、2021 年にはワクチン

接種が進展したものの、2022年 1月以降、オミクロン株の感染拡大により、収束の兆しが見えない状

況が続いています。2月のピーク時には、1日の新型コロナウイルス感染者数は全国で 10万人以上に

のぼり、医療態勢がひっ迫した重大局面が続きました。 

このようなコロナ禍で、就業者の就労状況や行動、意識は時々刻々と変化しており、コロナ禍での

変化をしっかり定点観測し、実学として統計調査をしっかり行い、克明に記録しておくことは、現在

の政策を行う上での客観的なエビデンス（証拠）として重要であるだけでなく、将来、検証する上で

も非常に重要と考えられます。政策を議論し判断する上で重要な客観的なエビデンスも提供できるも

のと思われます。このような中、慶應義塾大学と NIRA 総研との共同研究により、1万 8千人を超える

就業者に対するアンケート調査を継続的に行ってきました。今回は 6回目となります。 

3．研究内容・成果 

慶應義塾大学と NIRA 総研では、テレワークに関するアンケート調査（「新型コロナウイルスの感

染拡大がテレワークを活用した働き方、生活・意識などに及ぼす影響に関するアンケート調査」）を

行いました。同調査は、2020年 4月、6月、12月、2021年 4月、9月、2022年 2月に実施し、これ

まで、18,000人以上の日本全国の就業者を対象に、就業状況や生活状況、意識について聞き、さま

ざまな業種、職種、地域で働く就業者の視点から調査を行い、テレワークを実施する上での問題点

を明らかにしました。なお、計 6回の調査において、6回ともに参加した継続回答者は 3,700人以上

にも及ぶため、個々の人の行動や意識の変化を観測することができます。 

 

全国のテレワーク利用率の推移は、第 1 回目の緊急事態宣言が出された 2020年 4～5 月は 25%まで

大幅に上昇しましたが、2020年 6月の緊急事態宣言の解除後には 17%に急速に低下しました。その後、

2021 年 1～3 月の緊急事態宣言や夏の東京オリンピックの開催の時期もおおむね横ばいで推移し、オ

ミクロン株による感染拡大を受けた直近の 1 月は 17%となりました。テレワークの利用が一定程度の

水準で維持され、定着している状態といえます。 

 

テレワーク利用者のテレワーク利用頻度の推移は、足元の動きとして、2021 年 9 月から 12 月にか

けて低下しましたが、12月から 2022 年 1月にかけて増加しています。この背景には 9月以降の 1日

あたりの新規感染者数の減少と、2022 年 1 月以降のオミクロン株の急速な感染拡大があると考えら

れます。テレワーク利用率自体に大きな変化はありませんが、テレワーク頻度は感染状況に応じて変

化していると考えらます。 

 

 オミクロン株の組織への影響に関して、従業員がオミクロン株に感染したり、濃厚接触者になる

といったオミクロン株の感染の直接的事態は、営業時間の規制などの間接的事態に比べて、頻繁に起

きています。一方で、組織の活動に影響があった(「短縮、一部停止」または「全体が停止」) と回答

した人は、直接的事態、間接的事態に関わらず約 10%となりました。この結果は、感染などの直接的
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事態の影響よりも、規制などの間接的事態の影響の方が、相対的に組織の活動に大きな影響を及ぼす

ことを示唆しています。 

 

人々のメンタルヘルスの状態は、2020年 3月から 2021年 9 月にかけて、一貫して改善傾向がみら

れましたが、2021 年 9月と 2022 年 1月の結果は変わらず、メンタルヘルスの改善傾向は止まりつつ

あると考えられます。また、コロナ禍のメンタルヘルスは均一に悪いわけではなく、性別よりも年齢

階層による違いが大きく、特に 40代以下の人は 50代以上の人に比べて、悪い状態にあることが、こ

れまでの調査結果と同様、今回の調査結果でもみられました。 

 

ワクチンの追加接種に関して、2022 年 2 月時点では、「3 回目の接種を希望しているが、まだ終え

ていない」人が 67%と最も高い割合でした。「1回も接種しない」と回答した人の割合は、2021年 9月

から 2022 年 2 月にかけて減少していますが、2022年 2月時点で、今後のワクチン接種をしないと回

答した人の割合(「2 回接種したが、3 回目の接種はしないつもりだ」、「1 回接種したが、2 回目以降

の接種はしないつもりだ」、「1回も接種しないつもりだ」の合計)は 24%に上りました。今後、希望し

ているが受けていない人の接種は進むと考えられるものの、3 回目の追加接種は 1～2 回目の接種の

ようには伸びない可能性があります。 

 

政府の政策に対しては、経済対策重視の割合が感染対策重視を上回る傾向や、「どちらでもない・わ

からない」の回答が最も多くなる傾向は安定してみられました。直近の 2022 年 2 月では、特に感染

対策重視の人の割合が小さくなりました。 

 

4．これまでの研究と今後の展開 

これまで大久保敏弘教授は、大規模自然災害における国際貿易や空間経済学の研究を国際共同研究

と国際学術ジャーナルへの掲載を中心に積極的に行ってきました。具体的には、阪神大震災における

企業の存続や生産性に関する実証研究（研究 1）、東日本大震災における企業の防災、BCPや互助が企

業活動の再開にどう影響するかに関する実証研究（研究 2）、関東大震災における横浜市内の企業にお

ける創造的破壊仮説に関する数量経済史研究（研究 3）、東日本大震災後の人々の幸福度の変化と原発

からの地理的な距離の影響（研究 4）、伊勢湾台風における企業の被災と復興・成長（研究 5）などで、

それぞれトップクラスの国際的な査証付き学術誌に掲載されており、さらに論文引用数も多くなって

きております。 

今回の新型コロナウイルス感染症の蔓延は「広義の災害」とも位置付けられます。新型コロナウイ

ルス感染症の経済への影響に関連しては、就業者調査を行い調査報告書としてまとめており（研究 6、

7、8、9）、政策提言を行うためオピニオンペーパーを作成しています（研究 10、11、12）。すでに CEPR

が作る『Covid Economics』、『Asian Economic Papers』、『Vaccines』といった国際的なジャーナルに

成果が掲載されました（研究 13、14、15）。 
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